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１. 検討経緯 

新潟県では、河川法に基づき治水及び利水対策を目的として、新保川生活貯水池再開発事業を

進めてきたが、国において「できるだけダムに頼らない治水」への政策転換が進められ、「今後の治

水対策のあり方に関する有識者会議」により、平成 22 年 9 月 27 日、ダム検証に関する「ダム事業の

検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」が国土交通大臣に提出された。同年9月28日には、

国土交通大臣から、同省が新たに定めた「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細

目（以下、「実施要領細目」という。）」に基づき、「ダム事業の検証に係る検討」を実施するよう要請が

あった。 

本県では、この個別ダム検証の進め方に沿って、関係地方公共団体からなる検討の場として「新

潟県ダム事業検証検討委員会」、「新潟県新保川流域懇談会」を設置し、学識を有する者、関係住

民、関係地方公共団体の長、関係利水者の意見を聴きながら、公開で検討を進めるとともに、主要

な段階では「パブリックコメント」、「にいがた県民電子会議室」を行い、広く意見を募集した。検討の

場を経てダム事業の対応方針（案）を作成し、新潟県公共事業再評価委員会の意見を聞いたうえで、

県の対応方針を決定した。 

 

表 １.１.1 新保川生活貯水池再開発事業の検証検討に係る経緯 

 

年 月 日 内 容 

平成 22 年 9月 27 日（月） 
・「今後の治水対策のあり方について中間とりまとめ」策定 
・「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」策定

平成 22 年 9月 28 日（火） 
・国土交通大臣から新潟県知事へ「ダム事業の検証に係る検討」の
要請 

平成 22 年 9月 30 日（木） 
・第 1 回新潟県ダム事業検証検討委員会（以下、「検証検討委員
会」）の開催（設立趣旨、進め方等確認） 

平成22年10月17日（日） ・第 2 回検証検討委員会の開催（現地調査、調査とりまとめ会議） 

平成22年11月 4日（木） 
・第 1 回新潟県新保川流域懇談会（以下、「流域懇談会」）の開催
（設立趣旨、進め方等確認、意見聴取） 

平成22年11月26日（金） 
・第 3 回検証検討委員会の開催 
（検証対象ダム事業等の点検、目的別対策案の立案） 

平成22年12月17日（金） ・第 4 回検証検討委員会の開催（目的別対策案の検討） 

平成 23 年 2 月 2 日（水） ・第 5 回検証検討委員会の開催（目的別の評価） 

平成 23 年 2 月 18 日（金） ・第 2 回流域懇談会の開催（委員会の評価に対する意見聴取） 

平成 23 年 2月 10 日（木） 
～3 月 4 日（金） 

・パブリックコメント 

平成 23 年 2月 14 日（月） 
～3 月 4 日（金） 

・にいがた県民電子会議室 

平成 23 年 5 月 20 日(金) 
・第 6 回検証検討委員会の開催 
（流域懇談会等における意見とその対応） 

平成 23 年 7 月 15 日(金) ・第 3 回流域懇談会の開催（新保川ダム検証検討の内容について）

平成 23 年 7 月 28 日(木) ・第 7 回検証検討委員会の開催（検証対象ダムの総合的な評価） 

平成 23 年 8 月 19 日(金) 
・第 8 回検証検討委員会の開催 
（平成 23 年７月新潟・福島豪雨の検証とその対応） 

平成 23 年 8 月 26 日(金) 
・検証検討委員会から新潟県知事に検討結果の報告、対応方針
（原案）提言 

平成 23 年 9 月 26 日(月) ・新潟県公共事業再評価委員会の意見聴取 

平成 23 年 9 月 27 日(火） ・新潟県知事から国土交通大臣へ検討結果及び対応方針の報告 
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１.１ 新保川生活貯水池再開発事業の検証に係る検討 

検証に係る検討では、「実施要領細目」に基づき、「事業の必要性等に関する視点」のうち、「事業を

巡る社会経済情勢等の変化、事業の進捗状況（検証対象ダム事業等の点検）」に関して、流域及び河

川の概要、検証対象ダム事業の概要について整理したうえで、検証対象ダム事業等の点検を行い、

「事業の投資効果」に関して、費用対効果分析を行った。 

流域及び河川の概要の整理結果は２．に、検証対象ダム事業の概要の整理結果については３．に

示すとおりである。 

検証対象ダム事業等の点検については、総事業費、工期、堆砂計画、計画雨量、利水計画、利水

容量の計画の前提となったデータについて詳細な点検を行った。その結果は、４．１に示すとおりであ

る。 

次に、「事業の進捗の見込みの視点、コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点」から、治水・新規

利水・流水の正常な機能の維持の目的別に複数の対策案を抽出・立案し、評価軸ごとの評価及び各

目的別の評価検討を行い、最終的に、検証対象ダムの総合的な評価を行った。結果は４．２から４．７

に示すとおりである。これらの検討の概要を以下に示す。 

１.１.１ 治水 

複数の治水対策の立案では、「実施要領細目」で示された 26 の方策について、河川整備計画と

同程度の目標を達成することを基本とし、流域における適用性についての概略評価を行ったうえで、

適用性の高い方策について、組み合わせを検討した。 

立案した対策案は「①ダム嵩上げ＋河道改修案」、「②河道改修案（掘削）」、「③河道改修案（引

堤）」、「④遊水池＋河道改修案（掘削）」、「⑤二線堤＋河道改修案（掘削）」の５案とした。検討結果

は、４．２から４．３に示すとおりである。 

５案の治水対策案について、７つの評価軸ごとに評価し、治水対策案の総合評価を行った。評価

結果は４．４から４．５に示すとおりである。 

１.１.２ 利水等 

（１） 新規利水 

検討にあたっては、治水と同様に「実施要領細目」に基づいて行った。 

まず、水道の利水参画者である佐渡市に対し、ダム事業参画継続の意志、開発量としての必要量

の確認を行った。 

複数の利水対策の立案では、「実施要領細目」で示された 17 の方策について、必要な開発量を

確保することを基本とし、流域における適用性についての概略評価を行ったうえで、適用性の高い

方策を立案した。 

立案した対策案は、上水道を目的とする対策案４案（「①ダム再開発案」、「②河道外貯留施設

案」、「③ため池案」、「④海水淡水化案」）とした。検討結果は４．６．３から４．６．４に示すとおりであ

る。 

４案の利水対策案について、６つの評価軸ごとに評価し、利水対策案の総合評価を行った。評価

結果は４．６．５から４．６．６に示すとおりである。 

（２）流水の正常な機能の維持（不特定） 

検討にあたっては、治水と同様に「実施要領細目」に基づいて行った。 

複数の対策案の立案では、「実施要領細目」で示された 17 の方策について、河川整備計画と同
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程度の目標を達成することを基本とし、流域における適用性についての概略評価を行ったうえで、

適用性の高い方策を立案した。 

立案した対策案は、２案（（「①ダム再開発案」、「②ため池案」）とした。検討結果は４．６．３から４．

６．４に示すとおりである。 

２案の利水対策案について、６つの評価軸ごとに評価し、利水対策案の総合評価を行った。評価

結果は４．６．５から４．６．６に示すとおりである。 

１.１.３ 総合的な評価 

各目的別の検討を踏まえ、新保川生活貯水池再開発事業に関する総合的な評価を行った。評価

結果及びその結果に至った理由は４．７に示すとおりである。 

 

１.１.４ 費用対効果分析 

費用対効果分析について、「治水経済調査マニュアル（案）」等に基づき、入手可能な最新データ

を用いて検討を行った。検討結果は４．８に示すとおりである。 

 

１.２ 情報公開、意見聴取等の概要 

「実施要領細目」の趣旨を踏まえ、また、本県において新保川生活貯水池再開発事業を含む４ダ

ム事業の検証に係る検討を効率的、衡平的に行うため、以下の枠組みにより検討を進めた。 

 

 
図 １.２.1 新潟県における検証検討の進め方 
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（１） 新潟県ダム事業検証検討委員会 

河川工学、環境、経済、農業水利、水文の学識経験者から構成される「新潟県ダム事業検証検討

委員会」を設置（表 １.２.1 参照）し、新保川生活貯水池再開発事業を含む県内４つの検証対象ダ
ム事業について検証検討を行った。委員会は計 8 回開催（表 １.１.1 参照）し、関係者や県民から
の意見を聴きながら検討したうえで、新保川生活貯水池再開発事業の対応方針（原案）提言を得た。

会議は全て報道機関及び一般に公開し、会議配付資料・議事要旨・議事録についても、会議

終了後、新潟県ホームページに公開した。結果は、５．１に示すとおりである。  

 

表 １.２.1 新潟県ダム事業検証検討委員会 委員一覧（敬称略・五十音順） 

氏 名 分 野 役 職 等 

◎大熊 孝 河川工学 新潟大学名誉教授 

崎尾 均 環境 新潟大学農学部フィールド科学教育研究センター教授 

中東 雅樹 経済 新潟大学経済学部経営学科准教授 

○三沢 眞一 農業水利 新潟大学農学部生産環境科学科教授 

陸  旻皎 水文 長岡技術科学大学環境・建設系教授 

※ ◎：委員長、○：委員長代理 

 

（２）新潟県新保川流域懇談会 

関係住民、関係利水者、関係地方公共団体の長、及び検討主体から構成される「新潟県新

保川流域懇談会」を設置（表 １.２.2 参照）し、新保川生活貯水池再開発事業の検証検討内容
について意見聴取を行った。懇談会は計３回開催（表 １.１.1 参照）し、聴取した意見は新潟県
ダム事業検証検討委員会における検討の参考とした。会議は全て報道機関及び一般に公開し、傍

聴者からも意見を受け付けた。また、会議配付資料・議事要旨・議事録についても、会議終

了後、新潟県ホームページに公開した。結果は、５．２に示すとおりである。 

 

表 １.２.2 新潟県新保川流域懇談会 委員一覧（敬称略） 

 氏 名 役 職 等 

山城 利顯（加藤 建夫） 新保川水系委員長 

笹木 敏夫（橘 暢克） 大和田集落長 

髙橋 長右衛門（江口 謙二郎） 金井土地改良区理事長 

猪股 孝一 国府川漁業協同組合 

関係住民 

菊地 由雄（仲川 正昭） 金井新保区長 

関係利水者 甲斐 元也 佐渡市副市長 

関係地方公共団体の長 髙野 宏一郎 佐渡市長 

検討主体 佐野 裕（鈴木 興次） 
新潟県佐渡地域振興局 

地域整備部長 

※（ ）書きは第 3回流域懇談会にて変更となった委員 
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（３）パブリックコメント・にいがた県民電子会議室 

目的別の評価を行った段階で、検証検討内容について県民等から意見を聴取するために、

パブリックコメント及びにいがた県民電子会議室を実施（表 １.１.1 参照）した。実施にあた
っては、資料を新潟県ホームページに掲載するとともに、ホームページ以外でも県庁行政情

報センター及び県内 14 箇所の地域振興局（県民サービスセンター、地域整備部）に資料を備

え付けて閲覧可能とした。また、これら意見募集の実施について、新聞に掲載するなどして

広く周知した。結果は、５．３に示すとおりである。 

 

（４）新潟県公共事業再評価委員会 

事業評価監視委員会からの意見聴取は、新潟県の対応方針（案）を既設の「新潟県公共事

業再評価委員会」（表 １.２.3 参照）に本県の対応方針（案）を諮り、意見を聴取した。結果
は、５．４に示すとおりである。 

 
表 １.２.3 新潟県公共事業再評価委員会 委員一覧（敬称略・五十音順） 

氏 名 役 職 等 

秋山 三枝子 くびき野ＮＰＯサポートセンター理事長 

五十嵐 實 日本自然環境専門学校長 

今井 延子 農業法人(有)ビレッジおかだ取締役 

内山 節夫 (財)新潟経済社会リサーチセンター理事長 

◎ 大川 秀雄 新潟大学工学部長 

大塚 悟 長岡技術科学大学環境・建設系教授 

岡田 史 新潟医療福祉大学社会福祉学部准教授 

鷲見 英司 新潟大学経済学部准教授 

丸山 智 (社)新潟県商工会議所連合会副会頭（長岡商工会議所会頭） 

○ 森井 俊広 新潟大学農学部教授 

※ ◎：委員長、○：委員長代理 
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２. 流域及び河川の概要 

２.１ 流域の概要 

(1)流域の概要 

国府川水系新保川は、その源を新潟県佐渡市（旧金井町）の金北山に発し、国府川に合流する

流域面積 12.18km2の二級河川であり、昭和 48 年に洪水調節及び既得用水の確保のため新保川ダ

ムが完成している。 

佐渡地域の気候は日本海型気候区に属し、海洋性の特性により比較的温暖で、積雪は少なく、

年間を通じて降水量も少ない。しかし、梅雨期や台風期の集中豪雨により、大きな被害を伴う洪

水が発生している。年間総雨量は 1,400～1,600 ㎜、年平均気温 13～14℃である。 

新保川流域は、本州の日本海側地域に比べ年間の降水量が少ないうえ、降雨の流下時間も短い。

そのため地表水、地下水、伏流水とも恵まれておらず、農業用水確保のために、多くのため池が

建設されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.１.1 佐渡市旧市町村位置図 
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図 ２.１.2 新保川流域一覧図 
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(2)地形・地質 

 新保川流域の地形の状況は、図 ２.１.3 に示すとおりであり、ダム計画地周辺の上流域は山地

が広がり、下流域には河岸段丘や段丘崖が広がっている。また、国府川との合流部付近では海岸

段丘が広く分布している。 

 また、新保川流域の地質の状況は図 ２.１.4 に示すとおりであり、ダム計画地周辺の上流域は

主に下戸層の砂岩・シルト岩、金北山層の石英安山岩類が分布し、下流域で主に中山層～鶴子層

の泥岩・シルト岩、段丘堆積層の礫・砂・泥が分布している。 
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図 ２.１.3 地形分類図（出展：土地分類基本調査 佐渡島 地形分類図） 
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図 ２.１.4 地質図（出展：土地分類基本調査 佐渡島 表層地質図） 
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(3)気候 

佐渡島は日本海型気候区に属するとともに、海洋性気候の特性を有するため、比較的高緯度

である割合には温暖で降雪が少ない。本州の日本海側地域に比べ、気温の差が小さく、降水量

は年間を通じて少なめである。 

佐渡地区とほぼ同緯度に位置する新潟市と比較すると、平均気温はほぼ同レベルであるが、

佐渡では新潟市に比べ冬季の気温が高く、一方、夏季の気温は低くしのぎやすい気候となって

いる。 

 
表 ２.１.1 佐渡島と新潟市の気象比較 

平均 最高 最低 平均 最大 平均 最高 最低 平均 最大

13.9 34.0 -3.2 5.0 22.4 1,213.5 2001 14.0 35.4 -3.9 3.7 16.1 1,708.0

14.2 34.9 -2.0 5.0 25.8 2,009.5 2002 14.2 37.0 -2.2 3.5 15.8 2,283.0

13.8 34.5 -2.9 4.8 27.5 1,439.0 2003 13.8 37.1 -4.2 3.4 16.2 1,688.0

14.7 36.6 -2.1 5.0 27.2 1,763.5 2004 14.7 37.0 -4.0 3.4 19.5 1,917.5

13.7 34.0 -2.2 5.5 26.1 1,551.5 2005 13.8 35.0 -3.6 3.4 15.8 1,813.0

13.8 36.7 -4.1 4.9 23.1 1,482.5 2006 13.9 38.0 -4.7 3.2 15.2 2,014.5

14.4 35.2 -2.3 4.8 24.9 1,244.0 2007 14.4 36.5 -1.8 3.1 14.7 1,748.5

14.4 32.2 -2.4 4.9 22.9 1,311.0 2008 14.2 34.8 -3.2 3.2 15.0 1,530.0

14.0 31.0 -1.9 4.8 23.6 1,561.5 2009 14.1 36.3 -4.1 3.2 14.3 1,792.5

14.5 34.9 -2.9 4.9 30.4 1,819.5 2010 14.4 35.1 -3.7 3.2 16.6 2,072.0

降水量
（mm）

相川測候所

気温（℃） 風速（m/s） 年

新潟地方気象台

気温（℃） 風速（m/s） 降水量
（mm）
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(4)土地利用状況 

新保川の流域の土地利用状況を図 ２.１.5 に示す。 

流域内において、最も多い土地利用形態は森林であり、約 80％の比率を占めている。田は 10％

を占めており、建物用地は 6.5％となっている。 

 

 

図 ２.１.5 土地利用状況の内訳 
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(5)人口 

平成17年の国勢調査によれば、佐渡市の人口は67,386人、世帯数は24,604世帯となっており、

人口は減少傾向であるのに対して、世帯数はほぼ 24,000～25,500 の間で推移している。 

 また、新保川の流域がある佐渡市金井地区においては、人口は漸減傾向であるのに対して、世

帯数は増加傾向となっている。 

 
表 ２.１.2 佐渡市の人口・世帯数の変遷（出展：国勢調査） 

（単位：人）

年 両津 相川 佐和田 金井 新穂 畑野 真野 小木 羽茂 赤泊 佐渡計

昭和35年 28,892 19,057 12,545 9,520 7,131 8,917 9,156 5,948 6,631 5,499 113,296

昭和40年 26,494 16,454 11,789 8,876 6,383 7,891 8,386 5,500 6,127 5,025 102,925

昭和45年 23,483 14,654 11,018 8,255 5,882 7,040 7,588 4,858 5,690 4,090 92,558

昭和50年 22,110 13,546 10,639 8,061 5,525 6,450 7,368 4,717 5,338 3,750 87,504

昭和55年 21,248 12,721 10,928 8,011 5,309 6,177 7,171 4,593 5,259 3,525 84,942

昭和60年 20,412 11,891 10,613 7,907 5,212 5,944 6,913 4,428 5,105 3,514 81,939

平成2年 19,432 11,121 10,108 7,509 4,964 5,611 6,709 4,210 4,905 3,492 78,061

平成7年 18,430 10,330 10,134 7,359 4,778 5,453 6,371 4,062 4,690 3,342 74,949

平成12年 17,394 9,669 10,343 7,278 4,559 5,362 6,134 3,858 4,455 3,121 72,173

平成17年 15,965 8,601 9,966 7,088 4,243 4,965 5,943 3,547 4,125 2,943 67,386  

（単位：世帯）

年 両津 相川 佐和田 金井 新穂 畑野 真野 小木 羽茂 赤泊 佐渡計

昭和35年 6,011 4,381 3,031 2,107 1,582 1,898 1,847 1,287 1,290 1,044 24,478

昭和40年 6,281 4,319 3,117 2145 1541 1857 1874 1272 1340 1030 24,776

昭和45年 6,290 4,238 3,262 2171 1552 1796 1,872 1230 1339 989 24,739

昭和50年 6,316 4,167 3,339 2,173 1569 1,758 1,870 1249 1282 978 24,701

昭和55年 6,366 4,091 3,574 2,299 1,562 1,758 1,909 1251 1,303 959 25,072

昭和60年 6,280 3,883 3,572 2,292 1,586 1,764 1,893 1233 1,271 951 24,725

平成2年 6,276 3,805 3,598 2,355 1,559 1,726 1,899 1220 1,259 931 24,628

平成7年 6,244 3,675 3,911 2,466 1,549 1,723 1,920 1,245 1,267 913 24,913

平成12年 6,228 3,641 4,161 2,549 1,552 1,868 1,929 1,298 1,295 897 25,418

平成17年 5,928 3,378 4,116 2,618 1,509 1,746 1,939 1,228 1,250 892 24,604  
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図 ２.１.6 佐渡市の総人口、世帯数の推移（出典：国勢調査） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.１.7 金井地区の総人口、世帯数の推移（出典：国勢調査） 
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(6)産業 

就業者数は平成 17 年国勢調査によると 36,277 人となっている。人口の減少に伴い就業人口も

減少しているが、産業別就業人口構成比は、第 1次産業 24.2％、第 2次産業 21.4％、第 3次産業

54.3％であり、第 3次産業が増加傾向にある。 

また、佐渡市においては、平成 22 年 12 月に石川県能登地域とともに日本初のジアス※1の認定

申請を行い、平成 23 年 6 月に両地域の登録が決定した。今後、農業振興だけでなく観光振興のき

っかけとしても期待されている。 

 

※1 ジアス（GIAHS：世界農業遺産）とは、FAO（国連食糧農業機関）が提唱している「Globally 

Important Agricultural Heritage Systems」の略称。後世に残すべき生物多様性を保全している

農業上の土地利用方式や景観について、FAO が認定するもの。（出典：佐渡市ホームページ） 

 
表 ２.１.3 産業別就業人口・構成比（出展：国勢調査） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.１.8 産業分類別就業人口の変遷（出展：国勢調査） 

 
 
 

 
 
 
 
 

図 ２.１.9 産業分類別就業者割合の変遷（出展：国勢調査） 
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(7)自然環境 

新保川の上流域は佐渡・弥彦・米山国定公園内に位置しており、ブナ自然林の分布も見られる

など豊かな緑に覆われており、クロヒロハイヌノヒゲ（ホシクサ科）やトウヒメワラビ（オシダ

科）など新潟県の本土において分布の記録のない種も確認されている。 

また、新保川に生息する魚類として、アユ、イワナ、サクラマス、ヤマメ、ウグイ、ヨシノボ

リ類、カジカ等が確認されている。他に流域に確認されている生物としては、佐渡島の固有種で

あるサドモグラや亜種サドノウサギも確認されており、ミサゴ、ハチクマ、オオタカ等の猛禽類

も確認されている。 

なお、新保川の現況水質は、B類型の基準値である BOD3mg/l を下回っており、概ね 2mg/l 以下

となっている。（図 ２.１.10） 
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図 ２.１.10 BOD75％値経年変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.１.11 水質調査箇所図 
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２.２ 河川の現状 

(1)河川の概要 

 新保川は、現況における平均河床勾配が 1/267～1/25 程度で比較的勾配は急である。また、最

下流部が本川である国府川との合流点となっているため感潮区間はなく、瀬・淵が繰り返し形成

されている。なお、主要な支川の合流はない。 

河川環境としては、新保川の上流域は佐渡・弥彦・米山国定公園内に位置しており、ブナ自然

林の分布も見られるなど豊かな緑に覆われており、水質は河川沿岸の集落及び下流部市街地によ

り若干の汚濁は伺えるものの、概ね清潔である。BOD75％値で見ると水質の経年変化はない。 

河川の水利用については、農業用水として水田等のかんがいに古くから利用されているほか、

新保川上流の水道用水、発電用水に利用されている。 

 
(2)治水と利水の歴史 

1)治水の歴史 

昭和 41 年 7 月、昭和 42 年 8 月の水害など、たびたび被害を受けたため、昭和 48 年 3 月に新保

川ダム（図 ２.２.2）を完成し、昭和 51 年より新保橋基準点の計画高水流量を 105m3/s とし、広

域基幹河川改修事業（旧中小河川改修事業）（図 ２.２.1）を進めてきているが、昭和 53 年 6 月、

平成 10 年 8 月洪水により被害を繰り返している。 

 新保川における主な洪水被害状況を表 ２.２.1、図 ２.２.3、図 ２.２.4 に示す。 

 
 



 

 

  ２-14

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.２.1 新保川における整備状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.２.2 既設新保川ダム容量配分図 
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2)利水の歴史 

新保川は佐渡市の耕地に対する水源として、広く利用されており、既得用水は 21 件、受益地区

の面積は 439ha に及ぶ。（表 ２.２.2） 

新保川流域は、毎年のように深刻な水不足に悩まされており、かんがい期には、新保橋下流に

おいて長期間にわたって瀬切れになり、大量のアユがへい死するなどの被害がたびたび発生して

いる。（図 ２.２.5）特に、平成 6年の渇水被害は大きく、約 110ha の農地が干ばつ被害に見舞わ

れている。図 ２.２.6） 

 
表 ２.２.2 既得水利一覧 
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表 ２.２.1 新保川における主な洪水被害状況（出展：水害統計） 

被害状況 
生起年月日 降雨要因 

日雨量 
（mm）

浸水面積 
（ha） 

床上浸水 
（戸） 

床下浸水 
（戸） 

総被害額 
（百万円）

昭和 41年 7月 17日 梅雨前線 124.0 0 0 0 15
昭和 42年 8月 28日 梅雨前線 166.0 0 0 10 3
昭和 53年 6月 26日 梅雨前線 244.0 90 0 0 49
平成 10年 8月 4日 梅雨前線 178.0 0 0 0 40
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.２.3 新保川における主な洪水被害状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.２.4 洪水被害記事（出展：新潟日報 S53.6.27） 
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図 ２.２.5 アユのへい死状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.２.6 渇水被害記事（出展：広報かない H6.9.20） 
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(3)治水の課題 

 新保川は、全川にわたり河道の疎通能力が低く、昭和 51 年から広域基幹河川改修事業（旧中小

河川改修事業）により改修を進めてきたが、最近の雨量を加えて治水安全度を見直した結果、新

保橋基準点において、基本高水のピーク流量が 105m3/s から 170m3/s となった。新保川の沿川は耕

地として高度に利用され、佐渡市の中心地として市街地周辺では住宅が密集し、佐渡市役所や学

校、病院等の公共機関が多く存在しているため、新保川沿川のさらなる治水安全度の向上が強く

望まれている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.２.7 新保川流下能力図 
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(4)利水の課題 

 新保川においては毎年のように水不足に悩まされている。渇水時の営農においては、24 時間体

制 30 分単位の輪番体制による厳しい取水管理が行われており、受益者の苦労は非常に大きい。こ

のため、新保川最上流で取水している金井地区第 1 水源（1,230m3/日）では、渇水時に上水道用

水とかんがい用水の取水調整を行っている。（図 ２.２.8） 

このような現状の中、国営佐渡農業利水事業により農業用水専用の小倉ダムが平成 19 年に完成

し、平成 25 年には新保川へ新規農業用水の供給が開始される予定である。小倉ダムの利水計画は、

新保川ダム（再開発）建設事業により、新保川沿岸の既得農業用水と河川維持流量の補給がなさ

れることを前提条件としており、さらに不足する農業用水のみの補給を行うことになっている。 

金井地区では、平成 23 年に佐渡病院の建替えが完了し、金井地区上水道の供給を受けることに

なっている。金井地区上水道では供給能力が不足するため、隣接する金井東部地区と連結して、

新保川ダム再開発事業が完成するまでの間の応急措置としているが、金井東部地区の反対感情は

強く、恒久的な対策にはなりえない。 

また、下水道整備の進捗に伴って、水道需要は増大する見込みであり、農業用水と一体となっ

た水不足は、さらに深刻さを増すことになり、流水の正常な機能の維持の確保が強く求められて

いる 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 ２.２.8 輪番体制による取水管理 

月
日 屋　　号 反 別 開　始 終　了

① 8.3 4時間 17：00 21：30

② 8 4時間 21：30 1：30

③ 13 6時間 30分 1：30 8：00

④ 6 3時間 8：80 11：00

⑤ 1 30分 11：00 11：30

⑥ 5 2時間 30分 11：30 14：00

⑦ 3 1時間 30分 14：00 15：30

⑧ 4 2時間

⑨ 8 4時間 15：30 19：30

⑩ 9 4時間 30分 19：30 0：00

⑪ 15 7時間 30分 0：00 7：30

⑫ 2 1時間 7：30 8：30

⑬ 4 2時間 8：30 10：30

⑭ 3 1時間 30分

⑮ 0.5 30分

6
月
28
日 休　み

休　み

時　間　割

26
日

6
月
27
日

休　み

月
日 屋　　号 反 別 開　始 終　了

① 8.3 4時間 0：00 4：00

② 8 4時間 4：00 8：00

③ 13 6時間 30分 8：00 14：30

④ 6 3時間 14：30 17：30

⑤ 1 30分 17：30 18：00

⑥ 5 2時間 30分 18：00 20：30

⑦ 3 1時間 30分 20：30 22：00

⑧ 4 2時間

⑨ 8 4時間 22：00 2：00

⑩ 9 4時間 30分 2：00 6：30

⑪ 15 7時間 30分 6：30 14：00

⑫ 2 1時間 14：00 15：00

⑬ 4 2時間 15：00 17：00

⑭ 3 1時間 30分

⑮ 0.5 30分

6
月
26
日

休　み

休　み

時　間　割

6
月
25
日

休　み

月
日 屋　　号 反 別 開　始 終　了

① 8.3 4時間 7：00 11：00

② 8 4時間 11：00 15：00

③ 13 6時間 30分 15：00 21：30

④ 6 3時間 21：30 0：30

⑤ 1 30分 0：30 1：00

⑥ 5 2時間 30分 1：00 3：30

⑦ 3 1時間 30分 3：30 5：00

⑧ 4 2時間

⑨ 8 4時間 5：00 9：00

⑩ 9 4時間 30分 9：00 13：30

⑪ 15 7時間 30分 13：30 21：00

⑫ 2 1時間 21：00 22：00

⑬ 4 2時間 22：00 0：00

⑭ 3 1時間 30分

⑮ 0.5 30分

6
月
23
日

時　間　割

休　み

休　み

休　み

6
月
24
日

25
日

水田の水を確保するため、24時間30分単位の時間制で取水を実施

配水時間割表（例）
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２.３ 現行の治水計画 

(1)国府川水系河川整備基本方針 

 新保川を含む国府川水系河川整備基本方針は平成 12 年 8 月に策定している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.３.1 国府川水系図（参考図） 
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1)河川の整備の基本となるべき事項 

①基本高水並びにその河道及び洪水調節施設への配分に関する事項 

基本高水のピーク流量は、戦後最大洪水である昭和 53 年 6 月洪水を踏まえ、昭和 36 年 8 月洪

水等を主要な対象洪水として検討した結果、概ね70年に1度発生する規模の洪水に対処するため、

基準地点国府橋において 1,300m3/s とし、このうち洪水調節施設により 100m3/s を調節して、河道

への配分流量を 1,200m3/s とする。 

 
表 ２.３.1 基本高水のピーク流量一覧表 

（単位：m3/s） 

河川名 基準地点名 
基本高水の 

ピーク流量 

洪水調節施設に

よる調節流量 

河道への 

配分流量 

国府川 国府橋 1,300 100 1,200 

 
②主要な地点における計画高水流量に関する事項 

計画高水流量は、基準地点国府橋において 1,200m3/s とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.３.2 国府川計画高水流量図 
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③主要な地点における計画高水位及び計画横断形に係る川幅に関する事項 

本水系の主要な地点における計画高水位及び計画横断形に係る概ねの川幅は、次表のとおりと

する。 

 
表 ２.３.2 主要な地点における計画高水位一覧表 

河川名 地点名 
河口からの距離

（km） 

計画高水位 

（O.P. m） 

川幅 

（m） 

国府川 国府橋 0.99 3.34 140 

（注）O.P.：小木港平均中等潮位 

 
④主要な地点における流水の正常な機能を維持するため必要な流量に関する事項 

国府川における既得利水としては、支川も含め水道用水 0.05m3/sec と発電用水 0.28m3/sec、及

びかんがい面積約 5,000ha の農業用水がある。 

これに対して、国府川水系の河川流況は、農業用水として高度に利用され、新穂橋付近等の大

口の農業用取水堰直下では、渇水期には毎年のように河川流量が極端に少なくなる。 

流水の正常な機能を維持するために、今後流況等の河川状況を把握し、流水の占用、漁業、流

水の清潔の保持等の観点から調査検討を行う。 
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(2)国府川水系河川整備計画 

 新保川を含む国府川水系河川整備計画は平成 13 年 2 月に策定している。 

 

1)計画対象区間 

国府川水系において、計画的に河川工事および維持を行う区間を表 ２.３.3、図 ２.３.3 に示

すような、流域内の法河川すべてを計画対象区間とする。 

 
表 ２.３.3 計画対象区間 
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図 ２.３.3 国府川水系計画対象河川位置図 
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2)計画対象期間 

計画対象期間は、概ね 25 年間とする。 

 
3)洪水、高潮等による災害の発生の防止または軽減に関する事項 

国府川本川及び流域内の一次支川等の主要河川について、70 年に一回程度発生する規模の洪水

を安全に流下させることのできる整備をめざすものとする。 

また、洪水などの発生時の被害を最小限に押さえるため、河川情報の収集と提供を行うととも

に、地域の水防活動などの体制強化を支援する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.３.4 国府川水系流量配分図 

 
4)河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する事項 

国府川水系の河川流況は、農業用水として高度に利用され、本川及び各支川の大口の農業用取

水堰直下では、渇水期には毎年のように河川流況が極端に少なくなる。 

このため、流況改善の視点から、適正な水利用がなされるように努めるとともに、河川流況の

把握を行う。 

さらに、地域住民に河川情報を提供することにより得られる住民意見等を参考に、流水の正常

な機能の維持に必要な流量を設定するための検討を行う。 

また、河道の整備にあたっては、瀬や淵を確保し、動植物の生息、生育等に配慮した整備に努

める。 

渇水状況の特にきびしい支川新保川において、新保橋地点における流水の正常な機能を維持す

るため、利水の現況及び動植物の生息、生育等を考慮し、10 年に 1回程度発生する渇水時におい

ても、必要な流量を確保する。 
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5)河川環境の整備と保全に関する事項 

流水の清潔の保持や景観、動植物の生息地または生育地、人と河川との豊かなふれ合いの場が

確保できるよう、新潟県水環境保全基本方針と整合を図り、河川環境の整備と保全を行う。人家

や小学校に近いところでは自然環境に配慮しつつ、身近なやすらぎ空間、環境教育の場が確保で

きるよう努める。また、国府川沿川に残された段丘斜面等の樹木群が作り出す日陰などは、魚類

の生息しやすい環境であるため、これらの河畔林を活かした河川整備に努める。 

以上の施策を行うにあたり、河川環境の調査検討を行う。 

 
6)河川の維持に関する事項 

 河川の維持管理に関しては、河川の存する地域の特性を踏まえつつ、洪水等による災害の発生

の防止、河川の適正な利用、流水の正常な機能の維持、河川環境の保全等の観点から、堤防及び

護岸などの河川管理施設の機能を確保するため、点検を定期的に行い、また、河川への不法投棄

の防止に努めるなど、地域住民の協力を得ながら適正な管理に努める。 

 
 
7)新保川の河川整備の実施に関する事項 

現況の自然環境・社会環境への影響、施工性、経済性等を考慮し、治水上の効果が早期に発現

できるよう、前掲の計画流量配分図に基づいて、水系内の未整備区間の河道拡幅等による整備と

既設新保川ダムの嵩上げといった治水方式を選定し、その実施、促進を図る。 

新保川の 70 年に１回程度発生する洪水に対処するための整備としては、治水容量を増大させる

ため、新保川ダムの嵩上げを行い、新保橋地点の流量を 170m3/s から 105m3/s に低減することによ

り、下流の家屋浸水を防止する。また、河積が不足している上流側の河道改修については、河道

の拡幅、河床掘削及び護岸等の整備を行い、疎通能力の増大を図り、計画流量 105m3/s を安全に

流下できるようにするとともに、瀬や淵ができるように整備を行なう。 

整備対象区間の市道橋から下流 L=1,200m は、河畔林が残され、美しい里山景観を呈するなど、

豊かな自然環境が残っているため、特に周辺環境に配慮する区間とし、可能な限り現況を保全す

る計画とする。床止めについては、魚道の設置により、魚類の生息環境に配慮する。 
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図 ２.３.5 新保川計画流量配分図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.３.6 代表横断図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.３.7 新保川ダム容量配分図 
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２.４ 現行の利水計画 

(1)国営佐渡農業利水事業 

1)概要 

国営佐渡農業利水事業では、その基幹施設として小倉ダムと外山ダムの建設を進めている。

このうち、小倉ダムは、その受益に新保川流域を含めており、平成 19 年度にダム本体が完成し、

平成 25 年度から新保川流域への補給が開始される予定である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2)経緯 

平成 3年：新保川生活貯水池再開発事業は建設事業採択を受け、本格調査を開始した。 

国営佐渡利水事業は、小倉ダム、外山ダム、梅津川ダムの 3ダムを建設すること

で計画が確定した。 

平成 6 年：新保川生活貯水池再開発事業と国営佐渡利水事業は、受益が重なるので、両事業

の整合を図るための協議を開始した。 

平成 7 年：梅津川ダム予定地が地すべりで建設不可能となったため、国営佐渡利水事業は、

新保川ダムへの参画を検討した。 

平成 12 年：新保川生活貯水池再開発事業で維持流量と新保川既得用水の安定確保を行うこと

を確認した。 

国営佐渡利水事業は、事業全体の受益面積の減少により、小倉ダムと外山ダムの 

2 ダムで補給可能となった。 

 

■ 農業利水ダムの開発

小倉ダム（北陸農政局HPより）

国営佐渡農業利水事業
・小倉ダム（新保川流域も受益）
・外山ダム

○農業用水専用の小倉ダムは平成19年度に
運用開始。
○平成25年度には新保川流域にも農業用水
の補給が開始される見込み。
○新保川流域では、必要とされる農業用水の
うち、新保川ダムを再開発しても不足する分
を小倉ダムから補給する。

新潟県内の農業用ダム及び農業関連ダム
建設中も含め80のうち佐渡市27（県内の約1/3)
（データ出典：ダム年鑑2007）

事業概要図（北陸農政局HPより）

小倉ダム諸元
型式 中央遮水ゾーン型ロックフィルダム

流域面積 直接5.7km2　間接3.3km2

堤高 64.0m
堤長 236.0m

堤体積 1,104千m3

総貯水量 4,450千m3

有効貯水量 4,200千m3

受益面積 約1,600ha (内新保川流域分約400ha)

梅津川ダム（当初計画）
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3)役割分担 

 新保川生活貯水池再開発事業は、新保川の維持流量および農業用水の既得水利権量までの

補給を行う。 

 国営佐渡利水事業は、新保川生活貯水池再開発事業が維持流量と既得農水を補給した後の
状態を踏まえ、土地改良事業によるほ場整備に伴う取水量増分を安定供給する。 

 

小倉ダムが補給

新保川生活貯水池
再開発事業が補給

河川流量

ほ場整備に伴う
取水量増

農業用水既得分

維持流量
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(2)流水の正常な機能の維持 

渇水状況の特にきびしい新保川において、新保橋地点における流水の正常な機能を維持するた

め、利水の現況及び動植物の生息、生育等を考慮し、10 年に 1回程度発生する渇水時においても、

必要な流量を確保する。 

 
表 ２.４.1 流水の正常な機能を維持するために必要な流量 

地点名 3/1～4/27 4/28～5/7 5/8～6/30 7/1～8/31 9/1～2/28 

新保橋 0.08 0.11 0.09 0.06 0.04 

（単位：m3/s） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.４.1 新保川水利縦断 

 
 
 

利水基準点：新保橋

藤
五
郎
堰
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(3)上水道計画 

 佐渡市金井地区上水道における現況水源は、図 ２.４.2 及び表 ２.４.2 に示すとおりであり、

既存取水量の合計は 2,890m3/日であるが、当該地区の水需要予測は平成 31 年において 3,388m3/

日となっており、不足する 500m3/日を新保川生活貯水池再開発事業に求めるものである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.４.2 金井地区の上水道水源 

 
表 ２.４.2 金井地区の現況水源 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施 設 名 河川名
1日最大
取水量

備 考

第１水源
中部地区

(丸ツブリ浄水場)
新保川 1,230m3

S49.3.10 普通河川水利使用許可
S49.6.11 国有地使用許可
1,230m3/日

第2水源 東部地区

(柱山浄水場)
藤津川 1,030m3

S56.3.18
河川法23条許可
0.0119m3/s

第3水源 深井戸 地下水 630m3

合計 2,890m3
必要水量3,388m3/日
3,388－2,890＝498m3/日
→ ダム補給500m3/日

施 設 名 河川名
1日最大
取水量

備 考

第１水源
中部地区

(丸ツブリ浄水場)
新保川 1,230m3

S49.3.10 普通河川水利使用許可
S49.6.11 国有地使用許可
1,230m3/日

第2水源 東部地区

(柱山浄水場)
藤津川 1,030m3

S56.3.18
河川法23条許可
0.0119m3/s

第3水源 深井戸 地下水 630m3

合計 2,890m3
必要水量3,388m3/日
3,388－2,890＝498m3/日
→ ダム補給500m3/日



 ３-1

３. 検証対象ダムの概要 

３.１ 新保川生活貯水池再開発事業の目的等 

(1) 事業の概要 

新保川生活貯水池再開発事業は、国府川水系新保川の新潟県佐渡市大字千種、新保地

先に多目的ダムとして既設新保川ダムを嵩上げするものである。 

ダムは重力式コンクリートダムとして、高さ 38.0m（29.0m）、総貯水容量 1,150,000m3

（500,000m3）、有効貯水容量 1,040,000m3（407,000m3）であり、洪水調節、流水の正常な

機能の維持、上水道用水の補給を目的とする。※( )内は既設ダムの諸元 

 
 ○ 洪水調節 

ダム地点の計画高水流量 130m3/s のうち、70m3/s の洪水調節を行い、下流新保川

沿川地域の水害を防除する。 

 ○ 流水の正常な機能の維持 
ダム地点下流の新保川沿川の既得用水の補給を行う等、流水の正常な機能の維持

と増進を図る。 

 ○ 上水道用水の補給 
佐渡市に対し、新保川ダム地点において、新たに 1 日最大 500 立方メートルの水

道用水の取水を可能ならしめる。 

 
(2) 事業の必要性 

新保川沿川では、洪水により多くの被害をもたらしてきた。近年では、昭和 41 年 7 月

17 日水害、昭和 42 年 8 月 28 日水害で、人家の浸水、堤防の決壊、田畑の冠水等甚大なも

のがあったほか、昭和 53 年、平成 10 年洪水等により被害を繰り返している。 

そこで、下流河道の改修事業、新保川ダムの再開発事業により洪水調節を行い、新保川

の治水安全度を高めて沿岸住民の不安を一掃するものである。 

一方、例年渇水期には、新保川沿川一帯において水不足の状況であり、本ダムにより、

既得用水の補給および流水の正常な機能の維持と増進を図るものである。 

また、流域では市街地への人口集中が進み、上水道の水源は藤津川、新保川と地下水に

よっているが、取水可能量は限度に達していることから、新たな水源の確保が強く望まれ

ている。 

このように、治水はもとより利水においても早急な対策が望まれており、新保川ダムの

再開発には大きな期待が寄せられている。 
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(3) ダムおよび貯水池の諸元等 

ダムおよび貯水池諸元等は、以下に示すとおりである。 
 

① ダム位置および形式の選定 

新保川生活貯水池再開発事業は、既設ダムを嵩上げして現状の貯水機能を増大するもの

である。ダム位置は既設ダム地点とし、ダム型式については既設ダムが重力式コンクリー

トダムであること、また地形・地質情報等を勘案して既設ダムと同様に重力式コンクリー

トダム型式とする。 

 

② 総事業費及び工期 

総 事 業 費       56 億円 

工 期  平成 3年から平成 51 年頃を予定 

 

③ ダムの諸元 ※( )内は既設ダムの諸元 

位 置  左 岸；新潟県佐渡市大字新保 

            右 岸；新潟県佐渡市大字千種 

型 式    重力式コンクリートダム 

堤 高        38.0ｍ（29.0ｍ） 

堤 頂 長       254.0ｍ（199.0ｍ） 

堤 体 積      87,000ｍ3（31,000ｍ3） 

           ［うち本体嵩上分 56,000ｍ3］ 

非 越 流 部 標 高   EL.179.00ｍ（EL.170.00ｍ） 

 

④ 貯水池諸元 ※( )内は既設ダムの諸元 
集 水 面 積          9.27km2 

湛 水 面 積         0.12km2（0.06km2） 

総 貯 水 容 量    1,150,000ｍ3（500,000ｍ3） 

有 効 貯 水 容 量    1,040,000ｍ3（407,000ｍ3） 

常 時 満 水 位    EL.169.50ｍ（EL.160.20ｍ） 

サーチャージ水位    EL.175.50ｍ（EL.167.80ｍ） 

設 計 洪 水 位    EL.177.00ｍ（EL.169.00ｍ） 

 

⑤ 放流設備等 
常 用 洪 水 吐 き  オリフィスによる自然調節 

幅 3.60ｍ×高 3.60ｍ×1門（敷高 EL.168.50ｍ） 

非 常 用 洪 水 吐 き  クレスト自由越流 

                     幅 12.0ｍ×高 1.5ｍ×6門 

計 画 高 水 流 量          130ｍ3/s  

ダム設計洪水流量         320ｍ3/s  
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図 ３.１.1 堤体平面図 
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図 ３.１.2 堤体下流面図 
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図 ３.１.3 堤体標準断面図
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図 ３.１.4 計画高水流量配分図 

 

 

ｻｰﾁｬｰｼﾞ水位　EL 175.5 m

洪水調節容量　580,000 m3

洪水期制限水位　EL 168.5 m

最低水位　EL 159.0 m

堆砂容量　110,000 m3

ダム頂
EL 179.0 m

基礎岩盤　EL 141.0 m

38.0 m 洪水期利水容量　460,000 m3

流水の正常な
　　　機能の維持　　440,000 m3

水道用水　　　　　　   20,000 m3

常時満水位　EL 169.5 m

非洪水期利水容量　520,000 m3

流水の正常な
　　　機能の維持　　470,000 m3

水道用水　　　　　　   50,000 m3

有効貯水容量
1,040,000 m3

総貯水容量
1,150,000 m3

 

図 ３.１.5 新保川ダム貯水池容量配分図 
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図 ３.１.6  新保川ダム地点・基準点における洪水調節ハイドログラフ（対象降雨：S36.8.4） 
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３.２ 新保川生活貯水池再開発事業の経緯 

新保川生活貯水池再開発事業は、平成 3年に建設事業採択され、鋭意事業の進捗を図って

いるところである。事業の経緯を表 ３.２.1 に示す。 

 

 

表 ３.２.1 事業の経緯 

年月日 事業の内容 

平成元年～ 予備調査 

平成 3年 建設事業採択 

平成 12 年 8 月 11 日 国府川水系河川整備基本方針 策定 

平成 13 年 2 月 2日 国府川水系河川整備計画 策定 

平成 19 年 6 月 4 日 新保川河川総合開発事業 

新保川生活貯水池建設工事に関する基本協定締結 

工事受託に関する協定締結 

平成 20 年 3 月 21 日 新保川ダム（再開発）建設事業全体計画認可 
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３.３ 新保川生活貯水池再開発事業の進捗状況 

新保川生活貯水池再開発事業は、平成3年に建設着手し、平成21年度における進捗状況は、

下記のとおりである。 

 

表 ３.３.1 新保川生活貯水池再開発事業の進捗率 

計画 平成 21 年度末完了  

数量 全体額 数量 執行額 

進捗状況（％） 

（事業費ベース） 

事業費 － 56 億円 － 12.3 億円 22.0％

用地取得 8.8ha 0.5 億円 7.0ha 0.4 億円 79.5％

工事用道路 0.2km 0.4 億円 未着手 0億円 0％

付替道路 1.5km 5.1 億円 未着手 0億円 0％

ダム本体工事 1 式 32.9 億円 未着手 0億円 0％

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３.３.1 事業の進捗状況（平成 21 年度末） 
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図 ３.３.2 新保川生活貯水池再開発事業の進捗状況 
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